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1.はじめに
2011年3月11日に発生した東日本大震災は,巨大津波を引き起こし,東日本の沿岸部
を浸水させた.津波による流失や冠水等の被害を受けた農地の推定面積は,宮城県全休で
15,002haであり,平成22年の耕地面積136,300haのうちの11%を占めた.津波は,農地
に海水を運搬しただけでなく,瓦礫や汚泥なども運び込んだ.農地復興には,塩分の除去,
瓦礫や汚泥撤去,排水施設の復旧などが必要であり,被害の程度によって異なるが,長期
にわたり農業の再開が難しい事態となっている.
そこで,農家が塩害農地を復旧しながら農業を再開することを目指し,東北大学大学院
農学研究科教授の中井裕をリーダーとした｢津波塩害農地復輿のための菜の花プロジェク
ト｣ (以下,菜の花プロジェクト)が始動した.
これは,平成23年5月に科学技術振興機構社会技術研究開発センターの研究開発実装支
援プログラムの採択を受けて活動している.プロジェクトの概要は,塩害に強いとされる
アブラナ科作物を被災農地に栽培することで,農地･農家の復旧･復興を支援するもので
ある.具体的には,津波被害を受けた宮城県内の土壌調査･サンプリングを行い,塩分濃
度等を分析し,その農地に適したアブラナ科作物を作付け,農地の再生を促すものである.
平成23年には,ボランティアと支援企業の協力を得て,被災農地の汚泥除去,耕うん,
播種,間引き作業を行った. 7月30日に行われた汚泥除去作業には,一般募集のボランテ
ィアが約50名,支援企業や宮城県,仙台市,大学関係者が約70名参加し,総勢120名で
圃場表面に堆積した汚泥を手作業で除去した.アブラナ科作物の作付面積は,宮城県仙台
市若林区と岩沼市にそれぞれ約40a,約1haであり,それらは,食用と菜種油,バイオデ
ィーゼル燃料にし,被災農家や被災地o)復興の灯火(ともしび)にしたいと考えている.
★東北大学大学院農学研究科技術　一般職員
*☆東北大学大学院農学研究科助教
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菜の花を利用したプロジェクトの先行事例をみると,津波による塩害農地を対象にした
ふのは,国内にはみられない.藤井〔1〕によると,全国で活動している菜の花プロジェク
トの発端は,廃食油による琵琶湖の水質汚染対策である.琵琶湖の水質汚染の主な原因は,
家庭から排出された廃食油であるとし,それを回収して石鹸にリサイクルする活動が始動
した.その後,石鹸の需要の減少とともに,回収された廃食油のリサイクル先を検討した.
そこで,ドイツで行われていた菜種栽培による菜種油の精製を採用し,軽油代替燃料｢バ
イオ･ディーゼル･フユーエル(BDF)｣をつくる取組みに着目した.こうして, BDFの
精製を目的とした菜種栽培が拡がり,休耕田の利活用やバイオマスエネルギーに注目が集
まったことなども後押しし,菜の花プロジェクトが全国的に拡大したと考えられる.
以下,本稿で紹介する菜の花プロジェクトは,既存のそれとは一部内容を異にする.前
述の通り,従来のそれは震災発生前の状態を想定して実施されるプロジェクトであり,本
プロジェクトは震災からの農地復興･地域経済の復興を主たる目的とする点に決定的な相
違があることは言うまでもない.また,環境教育･環境問題に関する啓蒙活動を旨とする
社会運動的なプロジェクトではなく,最終的には営利を目的とし,農業を｢業｣として再
起させるための実践的な取り組みという位置づけである.こと震災対応の菜の花プロジェ
クトとしては,本プロジェクトが最大規模であり類例は無い.
菜の花プロジェクトにおいて,菜の花を塩害農地で栽培することには,当初の段階でい
くつかの問題点が指摘された.研究者からは,菜の花は塩害地で栽培はできても,除塩効
果には期待が薄いこと,湿害に弱く,湿田では発芽すら危うい事等が課題として挙げられ
た.また,農家･流通業者(註1)からは,湿害の問題に加え,ナタネの収穫期には降雨が
多いため収穫作業が難しく,多くの収量は望めないこと,菜の花は見た目が劣化しやすく,
大量販売には向かないこと, BDFの販売価格が極めて高価でない限り,農家の採算がとれ
ないことが指摘された.
このように,栽培の現場サイドでは数々の問題点が指摘されたにもかかわらず,首都圏
を中心に非被災地における支援者の多くにとって｢復興のシンボル｣としての菜の花は非
常に好印象である.そうした好印象を背景に,菜の花プロジェクトには首都圏の企業等か
ら多大な支援を受ける事となった. 2012年1月現在でも,菜の花プロジェクト-の参加･
協力を申し出る個人や企業からの問い合わせは続いている.本プロジェクトは,非被災地
からの支援を被災地に繋げるパイプの役割を果たすモノとなっている.つまり,菜の花栽
培には被災地･現場側には様々な課題があるものの,支援者側にとっては非常に魅力的な
プロジェクトと映っている.プロジェクトの推進にあたっては,こうしたいわば二律背反
的な状況を打開する必要があった.
まず,湿害対策については,仙台市農業園芸センターおよび荒浜地区の農家佐々木氏の
水田においては高畝栽培方式を採用した.この方式の採用により, 2011年12月現在でも
生育は順調である.また,岩沼地区においては,被災した水田ではなく,津波による浸水
のあった畑地を利用することとした.これは,湿害の恐れが大きい水田よりも,水はけの
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良い畑地を使用する方が,ナタネの栽培には当然好適であろうという判断に基づく(註2).
次に,菜の花の収穫や販売の難しさ,栽培方法の普及についても取り組まなければなら
なかった.ナタネは水稲からの転作奨励作物に指定されているものの,東北地方での栽培
事例は多くはない.そのため,農作業全般にわたって,事前に専門家等による実践的な栽
培方法のモデル提示(註3)はしたものの,実際には農家は手探り状態での栽培を行うこと
になった.流通･販売面では,葉もの野菜の見た目の劣化を防ぐ特殊なフイルムの使用が
検討されている.
最も重要な課題である栽培農家の収益面については,現時点では革新的な解決策は提示
できていない.現実的には｢菜の花｣をシンボルとし,同じ農家グループが類似の路地野
菜で,かつ販売実績のあるものを栽培･販売することで,農家に確実に収益をもたらす方
策が有効であった(註4). BDFについては,ディーゼル燃料に5%BDFを添加して販売す
る｢B-5｣のような販売形態を採ることにより,燃料に加算するBDF分のコストを低下さ
せることが検討されている.
現場サイドでは,以上のような課題解決策を採用し,被災後初めてのナタネ～菜の花収
穫に向けて準備を進めている.しかし,今後栽培現場等での様々な機会をとらえて支援者
側の｢支援の意思｣を継続してもらう取り組みを実施しなければならない.よって,支援
者側の思惑や,菜の花プロジェクトに期待することを明らかにしておく必要がある.
本稿は,プロジェクトの成立過程を振り返りつつ,今後の課題を整理することで,震災
復興-の取り組みの記録の一つとすることを目的とする.次章の調査は,本プロジェクト
に対する注目度が高いことを受け　ボランティア作業-の参加者にアンケートを実施した
結果である.これは,今後のプロジェクトの展開方向を検討する材料となると考えている.
註1)ここで言う流通業者とは株式会社宮果,農家とは岩沼両在住の平塚静隆氏である.
詩2)南畝方式を実践したのは,キザキノナタネ栽培の経験が豊富な有限会社千田清掃の協力による.ま
た,岩沼地区の栽培農地選定は,前述の平塚氏の意見が反映されている.
話3)栽培方法等については,本学植物遺伝育種学分野,栽培植物環境科半分野,有限会社千田清掃,価
台市,荒浜地匿農家遠藤公夫氏,佐々木均氏によって作成された.
詰4)株式会社宮果主導の岩沼菜の花プロジェクトにおいては, ｢仙台ゆきな｣を栽培し,販売･流通する
方策が採用された.
2.調査方法
アンケート対象者は　平成23年10月10日の播種作業に参加した回答者36名であり,
参加者は,仙台市社会福祉協議会の一般募集によるボランティアと本プロジェクトを支援
する企業関係者および東北大学生である.対象者は県内外から作業に参加し,居住地を記
載した対象者のうち,県外は10名,県内は10名,不明16名であった.
アンケートは,最初に本プロジェクトの概要を説明し,播種作業を行った後に実施した.
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さらに,回答いただいたアンケートは,a.菜の花栽培を手伝いたい,b.菜の花を売りたい,
C.菜の花を食べてみたい, d.バイオ燃料を作りたい, e.バイオ燃料を使いたい,の5つの
グループに分けて回答してもらった.
3.菜の花プロジェクトの方向性と課題に関する考察
グループ分けから,対象者が希望する~
菜の花との関わりをみることができた.
菜の花を売りたい,バイオ燃料を作りた
いとする生産サイド(6%),栽培を手伝
いたいとする栽培補助サイド(78%),
菜の花を食べてみたい,バイオ燃料を使
いたいとする消費サイド(16%)に分け
られた(第1図).
農業を営む生産サイドの参加は少な
く,本プロジェクトを支援したいと考え
る栽培補助サイドの参加者が多数を占
a.栽培補助サイド(78%) 劔劔?
生産サイド(6%) 劔?? ? 傲??H486ｃ?R?
･⑤ C.食べてみたい(11% i.,無能) b.菜の花生産i 劔??
(3%) ??剪?
dバイオ燃料生産 (3%) 劔 劔 
第1図　菜の花との関わり
出所　アンケート調査により筆者作成
めている.今季,本プロジェクトに協力
いただいた被災農家数は,仙台市と岩沼市を合せて数件,アブラナ科作物の栽培面積は約
1.4haと小面積であり,本プロジェクトの課題のひとつといえる.
1)菜の花プロジェクトの今後の発展方向と期待
対象者が本プロジェクトにどのような発展を期待するかを調査したところ,大きく分け
て,農業(農家,農地)の復旧･復興や発展を期待するものとイベントによる被災地支援を
期待したものであった.
前者は,菜の花の栽培によって塩害農地の土壌成分がどう推移したかを公表することで,
本プロジェクトの有効性を明らかにし,全国に菜の花プロジェクトを発展させたいとする
ものであった.それが被災農家の支援となり,最終的には農業の発展までも視野に入れた
ものであった.研究機関(東北大学)が主導で行うプロジェクトであるため,研究成果を
被災地に応用し,その取組みを拡大させることを望む声が多かったと考えられる.
後者は,菜の花を観光資源とし,イベントを開催し,被災地の支援を行うことを期待し
ていた.これは,全国から被災地に足を運んでもらうことを目的としている.非被災地で
は,被災地の復旧が進み,生活が平常に戻ったかのような誤解が広がりつつある.しかし,
被災地の一部には未だ山積みになった瓦礫と更地になった土地が拡がり,震災前の生活に
戻っていない.被災地以外の地域には,東日本大震災の被害の甚大さ,復旧までの道のり
の長さを認識してもらう必要がある.非被災地に如印象を与えている菜の花を媒体とし,
イベントを開催することは,被災地の現状を全国に発信するための手段としては有効であ
ろう.
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また,今回の活動では,播種作業前に本プロジェクトメンバーが,農地被害の状況と菜
の花の特徴についてそれぞれ解説を行った.単にボランティア活動だけでなく,専門家の
解説が追加されたことにより,参加者の満足度は向上していた.研究教育機関である大学
としての立場から,特色あるボランティア活動が行えることを意識し,活動のあり方を検
討する必要がある.先に述べた消費サイドが少数である点を踏まえて,付加価値のあるボ
ランティア活動を行うことは,一般消費者の意識変化を促し,本プロジェクトの目的であ
る農業の復興に消費増という形で寄与する可能性を含む.
2)菜の花プロジェクトの不足要素
アンケート結果より,本プロジェクトに不足している要素として｢認知度の低さ｣が挙
げられた.具体的な内容は(Dボランティアの募集情報が農家や一般,学生に行き渡ってい
ない, ②プロジェクトの展望が伝わっていない等であった.プロジェクトの目的や展望,
活動内容などの情報発信が不足している点が指摘された.
これを受け,平成23年12月20日に本プロジェクト専用のウェブサイトを立ち上げ活
動の目的や展望,今後の活動内容の告知を行うこととした.
また,アンケートでは,生産者サイドである被災農家の参加が少ないことも指摘された.
平成24年度の作付面積を拡大するためには,被災農家に活動内容を周知することが必要で
ある.今年度は,アブラナ科作物の栽培や販売体系の確立を着実に行い,生産者サイドに
栽培メリットを示す必要がある.そのためにも,アブラナ科作物の耐塩性品種の選抜と普
及,栽培体系の確立,作物販売方法の確立を着実に行う必要がある.
4.アブラナ科作物関連の生産物の販売
1 )食用菜の花の購入意欲
栽培したアブラナ科作物を食用
販売した場合,購入する意思がある
かを調査したところ,第2図のとお
り,はい･条件付はい(89%),い
いえ(3%)であった.条件付はい
の内容は,安全性が確認できること
を条件としている.本調査は菜の花
プロジェクトのボランティア活動
参加者が対象であり,被災地支援に
は-一般消費者以上の関心を持って
いる被験者グループと考えられる.
そうした人々の回答傾向にも,福島
回答なし
口はい
音条件付
はい
EJ､いス.
田回答なし
第2図　このプロジェクトで作った菜の花(荒浜,岩沼)
なら,食べてもいいですか? (質問d)
第一原子力発電所の事故の影響は
大きいと考えられる.よって,一般消費者向けには,成分調査の必要性とその公表が購入
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意欲を左右することが示唆された.
2)バイオディーゼル燃料の購入意欲
本プロジェクトでは,栽培し
たアブラナ科作物の種子から
油を採取して,バイオディーゼ
ル燃料(BDF)を精製する予定
もある.製造された燃料を購入
する意思があるかを調査した
ところ,はい･条件付はい
(78%),いいえ(17%)であ
った(第3図).いいえの割合
が高い理由として,利用方法が
わからない点が要因に挙げら
れた.日本では, BDFの認知
度が低く,普及率も低いためと
口ほい
○条件付
はい
田いいえ
の回答なし
第3図　このプロジェクトで作ったバイオ燃料を買って
もいいですか? (質問5)
思われる.
本プロジェクトの支援企業のひとつである有限会社千田清掃は,農林水産省のバイオ燃
料地域利用モデル実証事業(バイオディーゼル燃料事業)の採択を受けて,大崎市にてBDF
を製造している.精製プラントを宮城県大崎市に有し,廃食用油からのBDF製造を実践し
ている.千田清掃社の実践事例を考慮すると,本プロジェクトを通じてBDFに対する認識
を拡げるためには,見学会･勉強会等を通じた認知度向上に向けた活動が必要となる.ま
た,本プロジェクトの協力団体である｢バイオディーゼルアドベンチャー｣は,バイオデ
イーゼル燃料のみを使用し,世
界を旅した実績がある.これま
でのボランティア活動におい　　　　　3%
ても,その経験やBDF用エン　条件付
ジン車両の説明を参加者に提
供いただいている.本プロジェ
クトは, BDF製造とその利用
方法を一体的に示すことが可
能であり, BDF普及にI和すた
材料は揃っているといえる.今
後のBDFの販売システムの構
築と同時に,一般向けのBDF
に対する認知度を向上させる
取組みを行う必要がある.
回答なし
ロはい
鵜条件付
ほい
田いいえ
の回答なし
第4図　このプロジェクトで作った関連グッズを買って
もいいですか? (質問6)
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3)菜の花プロジェクト関連のグッズの購入意欲
本プロジェクトに関連した菜の花グッズを作製した場合に,購入する意思があるかを調
査した.品物の内容を指定しなかったことが影響し,第4図より,はい(78%),条件付は
い(14%),いいえ(3%)と,前向きな意見が多いが,条件付きはいの割合が高かった.
条件の内容は,デザイン性や実用性,適正な価格帯であることが挙げられた.この項目に
ついても,菜の花プロジェクトに極めて高い関心を持つ被験者の回答が｢条件付き｣であ
ることを考慮する必要がある.一般からグッズ類を通じて活動資金を得るためには,実用
性や価格帯などを厳密に検討する必要があるということになる.
5.今後の課題
菜の花プロジェクトは,東北大学大学院農学研究科で発足した食･農･村の復興支援プ
ロジェクト(Agri-ReconstructionProject : ARP)の中のひとつである. ARPは,被災地
からの要望を受けて,東北大学大学院農学研究科内の各分野の専門家を紹介し,復興支援
を行うことを想定していた.つまり,被災地と専門家のマッチングを行うことをメイン機
能とする予定であった.しかし,実際は被災地からの直接の支援要望の声は少なく,被災
地を支援したいとする非被災地からの声掛けが多くを占めた.
本プロジェクトも同様であり,震災直後は,関東圏を中心に非被災地からの支援希望が
多く寄せられた.その後,宮城県内のインフラ機能が回復してきた頃に,宮城県内の企業
から協同の声をいただいた.これにより,当初の仙台市の作付けだけでなく,企業を介し
て被災農家の協力が得られ,岩沼市の作付けを実施できた.
しかし,今季栽培しているアブラナ科作物の面積は,仙台市と岩沼市で約1.4haと小面積
であり,生産サイドの被災農家の参加が少ない状況である.この原因は,調査からみられ
るとおり,本プロジェクトの認知度の低さ,つまりプロジェクトの展望が理解されていな
いことがひとつの要因と思われる.来季より,栽培面積を増やすためには,生産サイドに
第5図　津波塩害農地復興のための菜の花プロジェクトの展望
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対しての認知度向上を意識する必要がある.
そのために現在,本学植物遺伝育種学分野を中心に,津波による塩害農地に対してアブ
ラナ科作物が有効であるかどうかを学術的に明らかにし,土壌の様々な塩分濃度に適した
アブラナ科作物品種の選抜を行っている.その結果を生産サイド･普及組織等に周知し,
栽培作物の選択肢にアブラナ科作物を加えてもらえるようにすることが重要だろう.
また,アブラナ科作物を栽培し,農薬を継続しながら農地回復を行うためには,第5図
に示すように, ①アブラナ科作物の安定的生産方法および被災地の土壌改良を目的とした
栽培体系の確立, ②燃料用および食用ナタネ油,食用の｢ゆきな｣や｢菜の花｣の販売方
法の工夫, ③ナタネ油からのバイオディーゼル燃料生産等のエネルギーの地産地消システ
ムの構築が必要である(中井〔2〕).
今後の課題としては,刻一刻と深刻さの度合いを弛める被災地域の経済問題に,本プロ
ジェクトがどう取り組むか,が最大のものとなろう.仙台一石巻の沿岸エリアについては,
東北最大の都市仙台からの交通の便も良く,地勢も平坦地が多いことから,農地回復が比
較的スムーズに進んでいる.しかし,仙台から南のエリアでは放射性物質の問題,石巻か
ら北のエリアでは,交通不便等の問題から,農地回復は遅延傾向と見られる.農業の再開
が遅れることは,農業者の再開-の意思を削ぐばかりではなく,被災地からの人口の更な
る流出に拍車をかけることにも繋がる.
また,セシウムに汚染された地域で菜の花を栽培した場合,種子に含まれる油には放射
性セシウムが蓄積しないとされる.加えて,比較的寒冷地でも栽培可能であり,農地回復
が遅延している地域にも適用可能となっている.こうした特性を活かし,本プロジェクト
が｢非被災地と被災地を繋ぐパイプ｣であり続けるためには,プロジェクト内でも今後も
様々な課題を解決していかなければならない.震災から間もなく1年が経過しようとして
いる現在,被災者は｢支援(され)慣れ｣,非被災者は｢支援(し)疲れ｣の観がある.こ
のギャップを埋めるためには,氾濫する被災地情報に埋もれないだけのインパクトのある
情報発信の工夫や,プロジェクトそのものが　一定の採算性を確保しつつ,社会的に意義の
大きい活動を継続することが必要である.
これを実現するため,本プロジェクトは今後2年間を目処に,任意の個人･企業の寄せ
集めではなく,社団法人等の形態に移行することを考えている.
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